事業譲渡契約書

株式会社●●●（以下「甲」という）と、株式会社●●●（以下「乙」という）とは、事業の譲渡につき、次のとおり契約を締結する。

第１条（目的）

甲は、甲の事業の全部（以下「本事業」という）を乙に譲渡し、乙はこれを譲り受ける。

第２条（譲渡財産）

前条にもとづき譲渡すべき財産（以下「譲渡財産」という）は、譲渡日現在における甲の本事業に関する財産の一切とし、その詳細については、本契約締結後、甲乙協議のうえ、これを決定する。

第３条（譲渡日）

甲は、平成●年●月●日（以下「譲渡日」という）をもって、本事業を乙に譲渡し、乙はこれを譲り受けるものとする。ただし、手続上の事由その他必要があるときは、甲乙協議のうえ、譲渡日を変更することができる。

第４条（譲渡価額および支払方法）

甲が乙に譲渡する本事業の対価は、譲渡財産の譲渡日現在における簿価を基準とし、甲乙協議のうえ、これを確定する。

２　前項の対価の支払方法、支払いの時期等については、甲乙協議のうえ、これを決定する。

第５条（引渡時期）

譲渡財産の引渡時期は、第３条の譲渡日とする。ただし、手続上の事由により必要あるときは、甲乙協議のうえ、引渡時期を変更することができる。

第６条（譲渡手続等）

譲渡財産の移転に関する登記、通知その他の手続きについては、乙が甲の協力を得て、譲渡日以降遅滞なくこれを行う。

２　前項の手続きにかかる登録免許税その他一切の費用は、乙の負担とする。

第７条（善管注意義務）

甲は、本契約締結後引渡期日までの間、善良なる管理者の注意をもって譲渡財産の管理運営を行うものとし、譲渡財産に重大な変更が生じるときは、あらかじめ甲と協議するものとする。

第８条（従業員の取り扱い）

本事業に従事している甲の従業員の雇用関係については、原則として乙に承継されるものとし、詳細は、甲乙協議のうえ、決定する。

第９条（租税公課等）

譲渡財産にかかる租税公課等は、譲渡日の前日までの分は甲が、譲渡日以降の分は乙が、日割計算により負担するものとする。

第10条（株主総会の承認）

甲および乙は、それぞれ株主総会を開催し、本契約の締結およびその履行につき、株主総会の承認を得るものとする。

第11条（事情変更、解除）

本契約締結後引渡完了にいたるまでの間において、天災地変、その他不可抗力により譲渡財産に重大な変動を生じた場合には、甲乙協議のうえ、譲渡条件等を変更または解除することができる。

第12条（秘密保持）

甲および乙は、本契約の存在、本契約の交渉過程、および本契約の履行を通して相手方より開示された情報等を他の当事者の書面による承諾がない限り、第三者に漏洩または開示してはならない。ただし、以下のものはこの限りでない。

　　①他の当事者から知得する以前にすでに所有していたもの

②他の当事者から知得する以前にすでに公知のもの

③他の当事者から知得した後に、自己の責によらない事由により公知とされたもの

④正当な権限を有する第三者から秘密保持の義務をともなわずに知得したもの

第13条（協議）

本契約に定めのない事項、その他本事業の譲渡に関し必要な事項については、甲乙誠意をもって協議のうえ、これを決定する。

第14条（合意管轄）

甲および乙は、本契約に関して紛争が生じた場合には、甲の住所地を管轄する裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに合意する。

以上、本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙各記名押印のうえ、各１通を保有する。

平成●年●月●日


　　　　　　　　甲（住　所）　●●●


　　　　　　（名　称）　株式会社●●●



　　　　　　　　　代表取締役　●●●　　　印

　　　　　　　　乙（住　所）　●●●


　　　　　　（名　称）　株式会社●●●



　　　　　　　　　代表取締役　●●●　　　印　
